
提 言

「土木分野における木材利用の拡大へ向けて」

概要版

土木における木材の利用拡大に関する横断的研究会

賛同団体（2013.1.9時点）
学術団体：(社)砂防学会，(公社)地盤工学会，森林利用学会，(一社)日本建築学会(予定)， (公社)日本木材加工技術協会，(公社)日

本木材保存協会

その他団体：(社)日本プロジェクト産業協議会，(一社)日本林業経営者協会，木橋技術協会，木材利用システム研究会

（以降予定）日本林業土木連合協会，全国木材協同組合連合会，全国木材組合連合会，木材利用推進中央協議会，日本
治山治水協会，日本林道協会，全国森林土木建設業協会，全国市町村林野振興対策協議会，全国山村振興連盟，国土
緑化推進機構，日本森林技術協会，全国森林組合連合会，全国素材生産業協同組合連合会，全国森林整備協会，日本
木材総合情報センター，日本木村防腐工業組合，日本林業協会，日本住宅・木材技術センター，日本合板工業組合連合
会，日本集成材工業協同組合など

※学術団体：日本学術会議協力学術研究団体



土木分野における木材利用の可能性と
400万m3/年達成へ向けたロードマップ

土木分野における木材利用量400万m3/年達成へ
向けたロードマップ
土木分野における木材利用量400万m3/年達成へ
向けたロードマップ

土木分野における木材利
用量ポテンシャルの推計値
土木分野における木材利
用量ポテンシャルの推計値

400万m3/年

400万m3/年

現状

25%

地中海洋

38%

道路関連その他

30%

合計：4,000千m3/年

現状
100万m3

地中海洋
+150万m3

道路関連
その他
+120万m3

木橋
+18万m3

治山治水
+12万m3

合計400万m3/年

土木分野における木材利用量のポテンシャルは400万m3/年ある

と推計でき，これを実現するためのロードマップを日本森林学会，日
本木材学会，土木学会の3学会で作成しています．

400万m3/年

2010年 2020年

土
木
分
野
に
お
け
る
木
材
使
用
量

200万m3/年

普及・展開（講習会）

技術の普及・展開

普及・啓発

供給拡大のためのシステム改善

展開評価手法のLCAの枠組みへの反映
ケーススタディーの積み重ね

評価手法の確立

商業化へ向けた供給システムの構築
供給側との連携の強化

産・官・学懇談会の組織化他分野
連携

2012年

2次提言

設計・施工法の確立
対策方法の広報

【実用化検証】
実大現場実証実験

大型模型実験
手法の確立

【基礎的検証】
模型実験，

調査，要素試験，
シミュレーション

技術開発

新規分野の開発
液状化・流動化対策

軟弱粘性土地盤対策など

既存分野の開発
カスケード利用，点検維持管理，長寿命化

（木橋・治山ﾀﾞﾑ・水制工・道路関連・架設・ｴﾈﾙｷﾞｰetc）

重
点
課
題

2016年

1次提言

木材利用ライブラリ（個別技術毎に発行）
木材利用ライブラリ

（入門）

専門書



(1)土木分野における木材利用技術の開発推進

(2)木材関連の設計法などの作成と規準類への掲載

(3)地球環境や景観などに対する木材の価値の定量化と標準化

(4)土木分野の学校教育における木材関連教育の実施

(5)土木利用拡大へ向けた分野横断的な連携の強化

土木分野における木材利用の拡大へ向けた提言

・持続可能な土木事業の実施
・地球温暖化緩和への貢献
・森林･林業再生への貢献
・新規雇用の創出



軟弱粘性土地盤対策

法面緑化

遮音壁ガードレール

治山ダム

沈床 橋

液状化地盤対策

ラフト＆パイル

(1)土木分野における木材利用技術の開発推進

新規分野新規分野 既存分野→既存技術の改良既存分野→既存技術の改良

数日で設置撤去が可能な応急木橋

法面の安定化メカニズムのイメージ

カスケード利用
遮音壁→法面工

今まで実施されてこなかった液状化対策や軟弱粘性土地盤対策といった新規分
野と，木材の特徴を活かした既存技術の改良による木材利用技術の開発を推進
する必要があります．



(2)木材関連の設計法などの作成と規準類への掲載

木材使用を制限している規準は見当たらなく，基本的には要求性能を満足すれ
ばよいこととなっています．しかし，鋼材やコンクリートのみ標準値が示されるなど，
木材が設計者にとって扱いにくいものとなっており，設計法や試験法などを国際標
準とも調整しながら作成し，順次規準類へ掲載していく必要があります．

「木ぐい」の規準における記述の変遷「木ぐい」の規準における記述の変遷

道路構造令：「橋・高架の道路その他これらに類する構
造の道路は，鋼構造，コンクリート構造または，これらに
準ずる構造とする」と構造材料について記載されている．

道路橋示方書：「設計は，理論的な妥当性を有する手法，
実験等による検証がなされた手法等，適切な知見に基づい
て行う」という基本理念に従えばよい．ただし，鋼材およ
びコンクリートを基本とする従来の方法が見なし規定とし
て併記されている．

立体横断施設技術基準：死荷重について木材の記載が
あるが，許容応力度には鋼とコンクリートのみ記載されて
いる．

木歩道橋設計・施工に関する技術資料（国土技術
研究センター）：木材を主要材料とし歩道橋を設計する
技術資料

木橋技術の手引き（木橋技術小委員会）：木材を
主要材料とする車道橋と歩道橋の設計に関する技術資料．

道路橋示方書 建築基礎構造設計指針
1955年

1960年

建築基礎構造設計基準･同解説
「くい基礎設計の基本事項」の項で記述
「くい材料の許容応力度」の項で記述
くい基礎の設計「木ぐい」の項あり
「くいの継手」の項で記述

1964年

道路橋下部構造設計指針くい基礎の設計篇
「杭の分類」の項で記述
「くいの材料のヤング係数」の項で記述
「くい頭とフーチングの結合」の項で記述
構造細目「木ぐい」の項あり

1966年
道路橋下部構造設計指針調査および設計一般篇
材料「木ぐい」の項あり
許容応力度および許容支持力「木ぐい」の項あり

1968年
道路橋下部構造設計指針くい基礎の施工篇
製作，運搬，貯蔵，検査「木ぐい」の項あり
くい頭の仕上げ「木ぐい」の項あり

1974年
建築基礎構造設計基準･同解説
「杭材料の許容応力度」の項で記述
くい基礎の設計「木ぐい」の項あり

1976年
道路橋下部構造設計指針･同解説くい基礎の設計篇
指針から木ぐいが除外される

1988年
建築基礎構造設計指針
指針からは除外され，小規模建築については別の手引き
を参照

2001年
建築基礎構造設計指針
指針で扱わないことが明記された

木材資源利用合理化方策閣議決定

道路橋下部構造設計指針くい基礎の設計篇

「杭の分類」の項で記述

構造項目「木ぐい」の項あり

道路橋下部構造設計指針調査および設計一般篇

材料「木ぐい」の項あり

道路橋下部構造設計指針くい基礎の施工篇

製作，運搬，貯蔵，検査「木くい」の項あり

建築基礎構造設計基準・同解説

「くい材料の許容応力度」の項で記述

くい材料の設計「木くい」の項あり

1955:木材資源利用
合理化方策閣議決
定

1976:道路橋示方書より「木ぐい」
が姿を消す

1988:建築基礎構造設計指
針より「木ぐい」が姿を消す

「木橋」の規準類などでの
記述内容

「木橋」の規準類などでの
記述内容



(3)地球環境や景観などに対する木材の価値の定量化と標準化

各種液状化対策工法による
温室効果ガス収支の比較
各種液状化対策工法による
温室効果ガス収支の比較

景観に配慮した木製構造物景観に配慮した木製構造物

初期の経済性のみが評価され，木材利用が地球
環境や景観について優位であっても，その価値が
評価できないために，採用されない場合が多くみら
れます．日本は，2013年以降は温室効果ガスの削

減義務はありませんが，新たに木材の炭素貯蔵効
果が算定対象となり，社会の木材が増えれば炭素
吸収と同等に評価されることになりました．このよう
に地球環境や景観などの価値が注目されており，
他分野とも連携し木材利用についての価値の定量
化とその標準化を行う必要があります．
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建設材料 - 朝倉書店

建設材料 - コロナ社

土木材料学 - 鹿島出版会

土木材料 - 技術書院

建設材料学 - 技報堂出版

ページ数

コンクリート

鋼材

木材

その他の材料

木材：3.8％

木材：6.7％

木材：2.2％

木材：記述なし

木材：記述なし
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木材利用シンポジウム参加者75名へのアンケート結果

主に木材利用に否定的な回答をした

参加者11人の否定的な理由

(4)土木分野の学校教育における木材関連教育の実施

木材に対する
誤解

木材に対
する誤解

大学の教科書から消える
木材に関する記述

「木材利用が環境破壊につながる」など，いまだ
に木材利用についての誤解があります．また，大
学で使用される建設材料の教科書からは，木材関
連の記述がほぼなくなり，土木技術者にとって木
材はなじみの薄い材料になりました．

しかしながら，木材利用の拡大をはかるという国
策により，今後土木分野においても木材利用の拡
大が予測され，これに対応するために，木材利用
に関する教育が不可欠です．



横断的研究会のコンセプトと他団体との連携横断的研究会のコンセプトと他団体との連携

(5)土木利用拡大へ向けた分野横断的な連携の強化

横断的研究の経緯横断的研究の経緯

木材は，鋼材やコンクリートと
異なり，生物材料の特性のため
に，植林から使用に至るまでの
技術の共有化と，需要と供給の
バランスが必要であり，土木だ
けでは解決できないことが多く
あります．

環境貢献を共有認識とし，日本
森林学会，日本木材学会，土木学
会が2007年より横断的研究を開

始し，現在では，各都道府県の研
究会との連携も行われています．
今後更に，業界団体や他学協会と
の連携を強化する必要があります．

植林・育成・
伐採・搬出

加工・劣化対策 大量需要
（施工）

土木事業

日本森林学会

日本木材学会 土木学会

環境貢献

（予定）日本建築学会，日本プロジェクト産業協議会，木材利
用システム研究会・・・・・

連携


